
第三セクター等経営健全化方針 
 

 

 

 

１ 作成年月日及び作成担当部署 

  作成年月日    平成 31 年 2 月 13 日 

  作成担当部署   上越市役所 産業観光部 観光振興課施設経営管理室 

 

２ 第三セクター等の概要 

  法人名      リフレ上越山里振興株式会社 

  代表者名     代表取締役  田中 弘邦 

  所在地      新潟県上越市大字皆口 601 番地 

  設立年月日    平成 10 年 12 月 18 日 

  資本金      120,000 千円 【上越市の出資額（出資割合） 105,300 千円（87.8％）】 

  業務内容     リフレッシュビレッジ施設（くわどり湯ったり村、ヨーデル金谷及びゆ

ったりの家）の管理運営 など 

 

３ 経営状況、財政的なリスクの現状及びこれまでの地方公共団体の関与 

   

リフレ上越山里振興株式会社は、上越市西部中山間地域の活性化に向けて、市がリフレッシュ

ビレッジ事業として整備した 3施設（温泉宿泊施設「くわどり湯ったり村」、農林水産加工施設「正

善寺工房」、レストラン施設「ヨーデル金谷」）の管理運営を行うことを目的とし、平成 10 年 12

月、上越市を始めとする関係団体及び個人からの出資を受けて設立された第三セクターである。 

設立時にはこれら株主からの出資金 3,000万円（うち市の出資額 1,530 万円、出資比率 51.0％）

を資本金として事業を開始したところであるが、その際に多額の設備投資を行ったことにより会

社の資金繰りが悪化、第 2期の平成 11年度決算には債務超過の状態に陥っている。 

こうした状況を踏まえ、市では第 5 期となる平成 14 年度に 9,000 万円の増資（資本金は 1 億

2,000 万円に拡大。うち市の出資額 1 億 530 万円、出資比率 87.8％）を行うとともに、同社にお

ける金融機関からの借入金 4,000 万円に対して損失補償契約を締結するなどの財政的な支援を行

ってきた。さらに第 6期の平成 15年度においては不採算部門である農林水産加工施設「正善寺工

房」を同社の経営から切り離し、市の直営管理としたところである。 

このような財政支援等を進めてきたことにより、第 6期の平成 15 年度決算において単年度黒字

へと収支の改善がなされている。しかしながら厳しい立地条件に加え、民間施設との競合やレジ

ャーの多様化、少子高齢化など、経営を取り巻く環境が厳しさを増していく中、売上は年々と減

少し第 10 期の平成 19 年度決算において赤字に転落、さらに第 14 期となる平成 23 年度決算にお

いて再度、債務超過の状態に陥っている。 

現在もその状態は解消されておらず、当面は多額の累積欠損金を抱えながらの経営を強いられ

ることになるが、その一方、直近の決算状況では 3 期連続の黒字を計上しており、また、現在の

経営状況からは、今後における借入金の順当な返済が見込まれることなど、同社の経営努力が成

果として現れ始めている。 

 



 
 

 

４ 抜本的改革を含む経営健全化の取組に係る検討 

 

同社が担っている事業そのものは民間事業者でも提供可能なサービスであり、事業を継続して

いくには市の財政負担を縮減していくことや、採算性の確保が求められるものと捉えている。そ

のためには、同社における組織・人員の見直しや不採算部門の縮小、収益確保に向けた営業展開

など、これまで以上に積極的な取組を進めていかなければならない。 

市としては引き続き同社の経営状況に注視し、必要に応じて助言や意見を行うなど経営改善に

向けた取組の着実な実行を促すとともに、損失補償などの市の財政的なリスクが解消されないと

判断されるときは、同社の清算や民間への売却を含む抜本的な改革を検討していくこととする。 

 

 

５ 抜本的改革を含む経営健全化のための具体的な対応 

 

市では、損失補償などの財政的なリスクの解消と同社の経営健全化に向けて、次期指定管理期

間（平成 31 年度～平成 33 年度）の 3 か年を計画期間とする経営改善計画の策定を求めるととも

に、当該計画に掲げられた具体的な取組や数値目標等をもとに進捗管理や評価検証を行いながら、

同社の経営状況を見極めていくこととする。 

同社との連携した取組としては、累積欠損金と経費の縮減を図るため、会社法第 447 条に規定

されている「資本金の額の減少（減資）」に取り組むこととし、最大株主及び行政としての立場

から議会や市民への説明と理解を求めていく。 

 

 

６ 法人の財務状況 

 ⑴ 貸借対照表                             （単位：千円） 

期 第 18 期 第 19 期 第 20 期 第 21 期 

決算期 平成27年12月31日 平成28年12月31日 平成29年12月31日 平成30年 3月31日 

事業期間 12 か月 12 か月 12 か月 3 か月 

資産総額 51,938 38,656 32,413 29,454 

 うち現預金 4,774 3,764 2,828 1,648 

うち売上債権 2,674 546 628 500 

うち棚卸資産 4,953 3,417 3,287 2,129 

負債総額 113,460 98,900 91,745 91,693 

 うち借入金 89,966 80,359 69,163 74,780 

うち市の損失補償額 39,998 39,721 39,855 39,930 

純資産額 △61,522 △60,244 △59,332 △62,239 

 うち資本金 120,000 120,000 120,000 120,000 

うち繰越利益剰余金 △181,522 △180,244 △179,332 △182,239 

 

 



 
 

⑵ 損益計算書                             （単位：千円） 

期 第 18 期 第 19 期 第 20 期 第 21 期 

決算期 平成27年12月31日 平成28年12月31日 平成29年12月31日 平成30年 3月31日 

事業期間 12 か月 12 か月 12 か月 3 か月 

売上高 175,761 165,290 156,935 34,635 

売上原価 47,054 42,565 42,040 9,492 

売上総利益 128,707 122,725 114,895 25,143 

営業利益 6,103 2,664 2,516 △2,256 

経常利益 5,653 2,323 2,063 △2,655 

当期純利益 1,792 1,278 912 △2,907 

 

（注）第 21 期は、事業年度の変更に伴い、採算の厳しい閑散期の 3か月決算となったことにより

単年度赤字を計上したものであり、経営状況が悪化したものではない。 

 

 


